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令和３年度１１月補正予算案の概要 

 

 

一 総  括 

 

   （一般会計）                              （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

既 定 予 算 額 

11 月補正 

予算額 

11 月現計 

予算額 

（A） 

令和 2年度 

11 月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

586,437,134 

 

5,034,409 

 

591,471,543 

 

641,375,222 

 

92.2 

 

 
 
二 新型コロナウイルス感染症に対応した緊急対策 

 
 
１ 感染拡大防止と医療提供体制の整備 

 

 

  ○ 新型コロナウイルス検査事業費                1,138,938千円 

      感染症患者の早期発見、早期治療を徹底するため、検査体制を強化する。       

（財源：感染症予防事業費等国庫負担金等）                     

 事 業 内 容  無症状の濃厚接触者及び接触者の検査費用の負担           

        高齢者・障害者入所施設の職員に対する検査費用の負担        

        ○新高齢者・障害者施設への抗原検査キットの配付           

 既定予算額  1,198,589                             

 補 正 額  1,138,938                             

   計    2,337,527                             

         

  ○ ○新衛生環境研究所検査体制強化事業費               62,645千円 

      新たな変異株や新興感染症に対応できる検査体制を構築するため、ウイルス検査棟の整 

備等を行う。                                   

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【事業者支援分】）     

 事 業 内 容  基本計画の策定 検査機器の整備等                 

  

  ○ ○新社会福祉施設感染症対策支援事業費補助金           628,199千円 

      介護、障害福祉サービスの提供体制を維持するため、事業所が行う感染症対策に対し助 

成する。                                     

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【事業者支援分】等）    

 補 助 先  介護、障害福祉サービス事業所                   

 補 助 対 象  感染防止対策物品購入等に要する経費                

 補 助 率  10/10                              
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  ○ ○新生活関連施設等感染予防対策強化事業費補助金        1,485,000千円 

      今後の感染拡大に備え、日常生活に密着したサービスを提供する事業者が行う機器購入 

等に対し助成する。                                

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【事業者支援分】）     

 補 助 先  理容業、美容業、学習塾等のうち、中規模以下の事業者        

 補 助 対 象  ＨＥＰＡフィルター付空気清浄機 ＣＯ₂モニター 自動水栓等    

 補 助 率  10/10                              

 補 助 額  1事業者当たり300,000円上限                    

    

  ○ 二次救急病院等感染拡大防止支援事業費補助金          150,000千円 

      医療の現場における感染拡大の防止や診療体制の確保等を図るための取り組みに対し助 

成する。                                     

（財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金）               

 補 助 先  42病院                              

 事 業 内 容  感染症疑い患者の受け入れのための設備整備 院内感染防止対策等   

 補 助 率  10/10                               

 既定予算額  350,000                             

 補 正 額  150,000                             

   計    500,000                             

                    

  ○ ○新新型コロナウイルスワクチン接種促進事業費           7,000千円 

      3回目接種等の促進のため、情報発信を行う。                   

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【事業者支援分】）     

 事 業 内 容  Ｗｅｂ広告、新聞広告の掲載                    

  

 

 

 

 

 

２ 県民生活に与える影響の最小化と新しい生活様式への対応 
 

 

  ○ 生活福祉資金貸付事業推進費補助金               546,379千円 

      低所得者、障害者等を経済的に支援するため、生活に必要な資金の貸付けを実施する県 

社会福祉協議会に対し助成する。                          

（財源：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）                  

 事 業 内 容  新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた緊急小口資金及び総合支援 

       資金の特例貸付                           

 補 助 率  10/100                              

 既定予算額  1,055,172                            

 補 正 額   546,379                            

   計    1,601,551                            
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  ○ ○新やまなし産後レスパイトケア推進モデル事業費          3,064千円 

      安心して子どもを産み育てることができる社会の構築を図るため、産後の母親の心身の 

負担を軽減するための取り組みを行う。                       

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  ホテルや保育施設を活用した託児サービスの実施等          

        

  ○ 新型コロナウイルス感染症対策休業助成金            29,940千円 

      休業した感染者、濃厚接触者のうち、公的な給付金等が支給されない者に対し、助成金 

を交付する。                                   

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 既定予算額  29,664                              

 補 正 額  29,940                              

   計    59,604                              

  

  ○ ○新教育施設感染予防対策強化事業費               20,156千円 

      利用者の感染リスクを低減するための施設改修を行う。               

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  自動ドア、自動照明の整備等                    

 実 施 箇 所  八ヶ岳少年自然の家外 計6施設                  

   

  ○ ○新県立図書館機能強化事業費                   6,160千円 

      利用者の感染リスクを低減するとともに、利便性の向上を図るための取り組みを行う。 

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

 事 業 内 容  電子書籍の整備                          

  

 

 

 

 

 

３ 県内経済の安定化・反転攻勢に向けた対策 
 

 

  ○ やまなし食のグリーン・ゾーン応援キャンペーン事業費      326,000千円 

      まん延防止等重点措置等の影響に伴い利用が減少している飲食店等の消費回復を図るた 

め、プレミアム食事券発行事業の取り組みを強化する。                

 事 業 内 容  タクシー、運転代行利用クーポン券の発行              

 既定予算額  1,286,844                             

 補 正 額   326,000                             

   計    1,612,844                             
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  ○ 無尽でお助けキャンペーン事業費                200,000千円 

      飲食店等の消費回復を図るとともに、コロナ禍で分断された県民のつながりを取り戻す 

ため、本県特有の文化である無尽の開催を支援する。                 

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【事業者支援分】）     

 事 業 内 容  グリーン・ゾーン認証飲食店等での利用額に対し、20％割引相当を助成 

 利 用 期 間  12月1日～4年1月31日                       

    

  ○ ○新アーティスト活動再開支援事業費補助金            60,000千円 

      文化芸術による賑わいを創出するとともに、県民の鑑賞機会を確保するため、コロナ禍 

で制限されていた県内アーティストの活動を支援する。                

（財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【事業者支援分】）     

 補 助 先  文化芸術活動を業とする個人又は団体                

        教養技能の教授業を行う個人又は団体                

        指定無形民俗文化財等の保護、継承を行う個人又は団体        

 補 助 対 象  舞台公演又は作品展示に要する県内施設使用料            

 補 助 率  10/10 1/2                            

 補 助 額  舞台公演の場合 1日 当 た り500,000円上限(2日まで)        

        作品展示の場合 1会期当たり300,000円上限             

             

 

 

 

 

 

三 その他主要事業 

 

 

  ○ ○新県有施設ＬＥＤ照明機器整備事業費               5,775千円 

      2050年までの脱炭素化の実現に向け、県有施設のＣＯ₂排出量の削減及び県内の取り組 

みを牽引するため、ＬＥＤ照明機器への更新を推進する。               

  1 ＬＥＤ照明機器整備事業費(債務負担行為)                   

   対象施設  本庁舎                             

   期  間  3～14年度                           

   限 度 額  333,551                            

  2 照明機器構成等調査事業費                   5,775     

   対象施設  出先機関庁舎等(知事部局所管)                  

         

  ○ ○新南アルプス観光高付加価値化検討事業費            15,000千円 

      南アルプスの豊かな自然を生かした観光振興を図るため、その拠点となる広河原の魅力 

向上に向けた調査検討を行う。                           

 事 業 内 容  新たな観光コンテンツの開発、交通手段の確保等の検討        
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  ○ ○新地域安全強化緊急整備事業費                1,027,000千円 

      観光地の安全性、快適性の向上を図るため、緊急的に対策が必要な道路において、県単 

独公共事業を実施する。                              

（財源：緊急自然災害防止対策事業債）                       

 事 業 内 容  走行に支障のおそれのある道路の舗装修繕              

   

  ○ ○新通学路緊急安全対策事業費                  68,794千円 

      児童が安全で安心して通学できる環境を構築するため、緊急合同点検により対策が必要 

とされた通学路の交通安全施設を整備する。                     

 整 備 内 容  信号機、横断歩道の新設等                     

                    

  ○ 職員給与改定                        △883,041千円 

      人事委員会勧告に鑑み、職員の給与改定を行う。                  

 期末・勤勉手当  4.30月(改定前04.45月)0                    

 実 施 時 期  3.12.1                            

      

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区         分 既定予算額 補 正 額 計 

知 事 部 局 等 職 員 27,239,083 △215,261 27,023,822 

教 育 委 員 会 職 員 71,598,037 △541,486 71,056,551 

警 察 本 部 職 員 17,485,887 △126,294 17,359,593 

計 116,323,007 △883,041 115,439,966 




